
  新座市変動型最低制限価格制度事務取扱要領 

（令和４年３月３日市長決裁） 

新座市変動型最低制限価格制度事務取扱要領（平成１９年３月３０日市長決裁） 

の全部を改正する。 

 （要旨） 

第１条 この要領は、新座市が発注する業務委託（建設工事に係る設計、調査及

び測量業務を除く。以下同じ。）の競争入札を執行するにあたり、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第２項（同令第１６７条

の１３において準用する場合を含む。）の規定により設定する最低制限価格の

取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （対象） 

第２条 最低制限価格を設定する対象は、予定価格（消費税及び地方消費税相当

額を含む。）が１００万円以上の業務委託に係る競争入札とする。 

（最低制限価格の設定） 

第３条 業務委託における最低制限価格について、新座市契約規則（昭和５０年

新座市規則第１５号）第２４条の市長が別に定める基準は、次のとおりとする。 

⑴ 最低制限価格は、入札価格によって変動する方法により、設定することと

する。 

⑵ 最低制限価格は、対象となる入札における有効な入札価格（予定価格（消 

費税及び地方消費税相当額を含まない。以下この条において同じ。）以下か

つ予定価格の８５％以上の額）のうち最低の価格から一定割合（応札者の３ 

分の１とし、その数に１未満の端数があるときは、その端数は切り上げ 

る。）の平均価格の９０％（１円未満の端数があるときは、その端数は切り

捨てる。）の額と、予定価格の８５％（１円未満の端数があるときは、その

端数は切り上げる。）の額を比較し、いずれか大きい額とする。 

 （入札参加者への周知） 

第４条 競争入札を行うに当たり最低制限価格を設定するときは、当該入札に係

る公告又は指名通知に、当該入札に関し最低制限価格が設定されていることを

明示するものとする。 

（その他） 

第５条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

１ この要領は、令和４年４月１日から実施する。 

２ 改正後の新座市変動型最低制限価格制度事務取扱要領の規定は、この要領の

実施の日以後に入札公告又は指名通知をするものについて適用し、同日前に入

札公告又は指名通知をしたものについては、なお従前の例による。 


